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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定間隔で設けられる複数の支柱にパネルユニットが取り付けられて構成されるパネル
取付構造であって、
　前記パネルユニットは、パネル部材と、そのパネル部材の背面側であってかつ隣り合う
他のパネルユニットとの境界部となる位置に前記支柱と同方向に延びるように設けられる
第１フレーム部材とを有し、
　前記第１フレーム部材は、前記パネル部材の背面側に延びる延出部を有しており、
　隣り合う２つのパネルユニットの境界部の背後に１つの前記支柱が配置されており、
　前記境界部において各パネル部材の端部同士が互いに当接されるとともに、前記第１フ
レーム部材が、前記境界部の背面側において各第１フレーム部材の延出部が前記２つのパ
ネルユニットに共通の挟持手段により挟持された状態で、前記支柱に対して固定されてい
ることを特徴とするパネル取付構造。
【請求項２】
　前記支柱又は支柱を覆う支柱カバーの側面部は、前記パネル部材の背面に平行となって
おり、
　前記第１フレーム部材において、前記延出部は、前記パネル部材の背面から離間した位
置に前記パネル部材の背面に平行に延びる部分を有しており、
　前記挟持手段は、前記延出部を前記支柱又は支柱カバーの側面部との間で挟持して固定
する第１固定部材であることを特徴とする請求項１に記載のパネル取付構造。
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【請求項３】
　前記境界部の背面側において、前記支柱又は前記支柱カバーの側面部と前記第１固定部
材との間に前記延出部を挟持した状態で、前記第１固定部材を前記支柱に対して締結によ
り固定する締結手段を有しており、
　前記パネルユニットの正面側及び背面側のうち背面側からの前記締結手段の締結作業が
可能となっていることを特徴とする請求項２に記載のパネル取付構造。
【請求項４】
　前記第１フレーム部材は、リップ付きの溝形状をなすチャンネル材を、その横断面の中
心位置で二分したのと同様の形状をなしており、前記チャンネル材のウエブに相当する部
位が前記パネル部材の背面に固定されるとともに、前記チャンネル材のフランジ及びリッ
プに相当する部位により前記延出部が形成されており、
　隣り合う２つのパネルユニットの各第１フレーム部材により形成される溝部内に、前記
第１固定部材が配置され、その状態で、前記支柱又は前記支柱カバーの側面部と前記第１
固定部材との間で前記延出部が挟持されて固定されていることを特徴とする請求項２又は
３に記載のパネル取付構造。
【請求項５】
　前記第１固定部材は、前記第１フレーム部材に沿って延びる長尺材よりなり、その長手
方向の所定位置が前記支柱の側に固定される固定位置となっており、
　前記第１固定部材には、前記第１フレーム部材に対する位置合わせ手段として、前記第
１フレーム部材の上端部に当接する当接部が設けられていることを特徴とする請求項２乃
至４のいずれか一項に記載のパネル取付構造。
【請求項６】
　隣り合う２つのパネルユニットの各第１フレーム部材の延出部についてそれら両延出部
の相互の離間距離の拡がりを規制する規制部材を有していることを特徴とする請求項１乃
至５のいずれか一項に記載のパネル取付構造。
【請求項７】
　前記パネルユニットは、前記パネル部材の背面側において前記第１フレーム部材とは異
なる位置で前記各支柱に対して取り付けられる第２フレーム部材をさらに有しており、
　前記第２フレーム部材が前記支柱に対して取り付けられる取付部には、前記支柱に対す
る前記第２フレーム部材の位置を調整可能とする位置調整機構が設けられていることを特
徴とする請求項１乃至６のいずれか一項に記載のパネル取付構造。
【請求項８】
　前記位置調整機構は、
　前記支柱及び前記第２フレーム部材のいずれか一方の側から他方の側に延びるボルト部
材を有し、その他方の側では前記ボルト部材がナットにより締結されるようになっており
、
　前記支柱及び前記第２フレーム部材の少なくともいずれかには、前記ボルト部材を挿通
させた状態で、ボルト軸線に直交する方向への当該ボルト部材の移動を可能とする長孔が
設けられていることを特徴とする請求項７に記載のパネル取付構造。
【請求項９】
　前記支柱及び前記第２フレーム部材のうち一方の側には、水平方向に延びる前記長孔が
設けられ、他方の側には、鉛直方向に延びる前記長孔が設けられていることを特徴とする
請求項８に記載のパネル取付構造。
【請求項１０】
　前記第２フレーム部材はリップ付の溝形状をなすチャネル材よりなり、そのチャンネル
材の溝開口部が前記支柱側に向くように設けられており、
　前記第２フレーム部材においてその溝部内に固定された第２固定部材には、前記溝開口
部となる位置に、水平方向及び鉛直方向のうち一方の第１方向に延びる第１長孔が形成さ
れ、前記支柱には、前記第１長孔に通じる位置に、水平方向及び鉛直方向のうち前記第１
方向とは異なる第２方向に延びる第２長孔が形成されており、
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　前記ボルト部材が、前記第１長孔及び前記第２長孔に挿通させて設けられていることを
特徴とする請求項９に記載のパネル取付構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パネル取付構造に関し、例えば建物においてバルコニー用又はテラス用のパ
ネルユニットや、間仕切用のパネルユニット、外構用のパネルユニットを取り付ける構造
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　住宅等の建物において、例えばバルコニーには、バルコニー空間を囲むようにしてパネ
ル部が設けられ、そのパネル部を形成する構成として、所定間隔で複数の支柱を設けると
ともに、その支柱に対してパネルユニットを取り付ける構成が知られている（例えば特許
文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－９４１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、複数のパネルユニットの境界部について見ると、上記従来の構成では、
隣り合う２つのパネルの間を通じて、パネル背後の納まりである締結具（ナット等）が見
えたり、各パネルの表面（パネル面）に同パネルを固定するための締結具が見えたりする
納まりとなっており、こうした納まりにより外観の低下が生じることが考えられる。した
がって、パネル取付構造の納まりとして改善の余地があると考えられる。
【０００５】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、隣り合う２つのパネルユニットの境
界部において見栄えを向上させた納まりを実現することができるパネル取付構造を提供す
ることを主たる目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　以下、上記課題を解決するのに有効な手段等につき、必要に応じて作用、効果等を示し
つつ説明する。なお以下においては、理解の容易のため、発明の実施の形態において対応
する構成を括弧書き等で適宜示すが、この括弧書き等で示した具体的構成に限定されるも
のではない。
【０００７】
　第１の発明は、
　所定間隔で設けられる複数の支柱（２５）にパネルユニット（３５）が取り付けられて
構成されるパネル取付構造であって、
　前記パネルユニットは、パネル部材（３６）と、そのパネル部材の背面側であってかつ
隣り合う他のパネルユニットとの境界部となる位置に前記支柱と同方向に延びるように設
けられる第１フレーム部材（３７Ｙ）とを有し、
　前記第１フレーム部材は、前記パネル部材の背面側に延びる延出部（３７ｂ，３７ｃ）
を有しており、
　隣り合う２つのパネルユニットの境界部の背後に１つの前記支柱が配置されており、
　前記境界部において各パネル部材の端部同士が互いに当接されるとともに、前記第１フ
レーム部材が、前記境界部の背面側において各第１フレーム部材の延出部が前記２つのパ
ネルユニットに共通の挟持手段（３８）により挟持された状態で、前記支柱に対して固定
されていることを特徴とする。
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【０００８】
　上記構成によれば、隣り合う２つのパネルユニットの境界部では、１つの支柱に対して
２つのパネルユニットの各第１フレーム部材が固定されるようになっている。そして、そ
の境界部において隣り合うパネル部材の端部同士が互いに当接されるとともに、境界部の
背面側において各第１フレーム部材の延出部が２つのパネルユニットに共通の挟持手段に
より挟持された状態（共締めされた状態）で、第１フレーム部材が支柱に対して固定され
ている。この場合、隣り合うパネル部材は端部同士が互いに当接されているため、その端
部同士の間に隙間が形成され、その隙間によりパネル背後の構成が見えることで見栄えが
低下するといった不都合を抑制できる。
【０００９】
　また、隣り合う２つのパネルユニットの各第１フレーム部材が共通の挟持手段により挟
持されていることから、各パネルユニットのパネル部材について位置の合わせ込みがしや
すく、左右のパネル部材で段差（不陸）が生じたりすることを抑制できる。また、隣り合
う２つのパネルユニットを挟持手段による挟み込みにより支持する構成としているため、
パネルユニットごとにボルト、ナット等の締結具を必要とすることはなく、こうした締結
具が外側から見えることによる外観の低下を抑制できる。以上により、隣り合う２つのパ
ネルユニットの境界部において見栄えを向上させた納まりを実現することができる。
【００１０】
　第２の発明は、前記支柱又は支柱を覆う支柱カバー（３２）の側面部は、前記パネル部
材の背面に平行となっており、前記第１フレーム部材において、前記延出部は、前記パネ
ル部材の背面から離間した位置に前記パネル部材の背面に平行に延びる部分を有しており
、前記挟持手段は、前記延出部を前記支柱又は支柱カバーの側面部との間で挟持して固定
する第１固定部材であることを特徴とする。
【００１１】
　上記構成によれば、パネル部材の背面に平行となっている支柱又は支柱カバーの側面部
と第１固定部材との間で、その第１固定部材によって第１フレーム部材の延出部が挟持さ
れ、それにより各第１フレーム部材が固定されている。この場合、パネル部材のパネル面
（表面）を面一で並べることができ、見栄え向上を図る上で好適なる構成となっている。
【００１２】
　また、パネル部材の背面に対して、第１フレーム部材の延出部と支柱又は支柱カバーの
側面部とがそれぞれ平行になっているとともに、第１固定部材がその延出部を支柱又は支
柱カバーの側面部に対して挟み込む構成となっており、ゆえに、第１フレーム部材は、そ
の延出部が挟まれた状態（各延出部が第１固定部材により共締めされた状態）で上下方向
の移動（スライド）が可能になっている。そのため、仮に左右のパネル部材で上下方向の
ずれが生じていても、そのずれ解消のための位置調整を容易に実施できる。
【００１３】
　第３の発明は、前記境界部の背面側において、前記支柱又は前記支柱カバーの側面部と
前記第１固定部材との間に前記延出部を挟持した状態で、前記第１固定部材を前記支柱に
対して締結により固定する締結手段（７３，７５）を有しており、前記パネルユニットの
正面側及び背面側のうち背面側からの前記締結手段の締結作業が可能となっていることを
特徴とする。
【００１４】
　上記構成によれば、締結手段は、パネルユニットの背面側、すなわち支柱の側からの締
結作業が可能となっている。そのため、例えば本パネル構造を建物本体の外側に設けられ
るバルコニーとして採用する場合に、バルコニーの内側から締結の作業等を実施すればよ
いこととなる。したがって、建物外側に組まれる足場を利用しなくても、バルコニーの施
工作業を実施でき、施工性の改善を実現できる。
【００１５】
　第４の発明は、前記第１フレーム部材は、リップ付きの溝形状をなすチャンネル材を、
その横断面の中心位置で二分したのと同様の形状をなしており、前記チャンネル材のウエ
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ブに相当する部位が前記パネル部材の背面に固定されるとともに、前記チャンネル材のフ
ランジ及びリップに相当する部位により前記延出部が形成されており、隣り合う２つのパ
ネルユニットの各第１フレーム部材により形成される溝部内に、前記第１固定部材が配置
され、その状態で、前記支柱又は支柱カバーの側面部と前記第１固定部材との間で前記延
出部が挟持されて固定されていることを特徴とする。
【００１６】
　上記構成によれば、２つの第１フレーム部材により形成される溝部内（チャンネル材と
略同じ溝部内）に第１固定部材が収容されているため、第１フレーム部材の外側に張り出
すことなく第１固定部材を配置でき、また、フランジ及びリップを各第１フレーム部材の
延出部として用いるようにしたため、その延出部を第１固定部材により挟み込んで支柱に
対して固定する上で好都合な構成を実現できる。
【００１７】
　第５の発明は、前記第１固定部材は、前記第１フレーム部材に沿って延びる長尺材より
なり、その長手方向の所定位置が前記支柱の側に固定される固定位置となっており、前記
第１固定部材には、前記第１フレーム部材に対する位置合わせ手段として、前記第１フレ
ーム部材の上端部に当接する当接部（３８ｃ）が設けられていることを特徴とする。
【００１８】
　上記構成によれば、それぞれ長尺材よりなる第１フレーム部材と第１固定部材とについ
て、それら両者を互いに固定する固定位置の位置合わせが容易となり、パネルユニットの
取り付けの作業性が良好なものとなる。つまり、第１フレーム部材に対して第１固定部材
を重ね合わせた後、その状態で第１固定部材の当接部を第１フレーム部材の上端部に当接
させれば、前記両者の位置合わせが完了する。そのため、パネルユニットの取り付けの作
業性が良好なものとなる。
【００１９】
　特に、上記第４の発明のように、２つの第１フレーム部材により形成される溝部内に第
１固定部材が収容される構成では、第１固定部材における固定位置が確認しづらく、位置
合わせが困難になり得るが、上記のとおり位置合わせ手段としての当接部を設けておくこ
とにより、位置合わせの作業を容易化できる。
【００２０】
　第６の発明は、隣り合う２つのパネルユニットの各第１フレーム部材の延出部について
それら両延出部の相互の離間距離の拡がりを規制する規制部材（８１）を有していること
を特徴とする。
【００２１】
　上記構成によれば、隣り合う２つのパネルユニットの各第１フレーム部材の延出部につ
いてそれら両延出部の相互の離間距離の拡がりが規制部材により規制されるため、隣り合
う２つのパネルユニットにおいて各パネル部材の端部同士の隙間が意に反して空いてしま
うといった不都合を抑制できる。ゆえに、隣り合う２つのパネルユニットの境界部におい
てその見栄えの向上を図る上で有効な構成を実現できる。
【００２２】
　第７の発明は、前記パネルユニットは、前記パネル部材の背面側において前記第１フレ
ーム部材とは異なる位置で前記各支柱に対して取り付けられる第２フレーム部材（３７Ｘ
）をさらに有しており、前記第２フレーム部材が前記支柱に対して取り付けられる取付部
には、前記支柱に対する前記第２フレーム部材の位置を調整可能とする位置調整機構（５
１等）が設けられていることを特徴とする。
【００２３】
　上記構成によれば、第２フレーム部材が支柱に取り付けられる取付部には位置調整機構
が設けられ、その位置調整機構により、支柱と第２フレーム部材との相対位置の調整が可
能となっている。したがって、複数の支柱について傾きや間隔誤差により位置のばらつき
が生じていても、そのばらつきを吸収した上で、パネルユニットを支柱に取り付けること
ができる。その結果、支柱に対してパネル部材を好適に取り付けることができ、ひいては
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パネル取付作業に支障が生じたり外観が損なわれたりすることを抑制できる。
【００２４】
　また、第７の発明とその上位の各発明（第１の発明以降の発明）とを組み合わせた構成
によれば、先にパネルユニットの端部（境界部）以外の中間部分において位置調整を行い
つつ支柱に対する取り付け（仮固定）を実施し、その上でパネルユニットの端部での取り
付けを実施することができる。つまり、複数の支柱について傾きや間隔誤差により位置の
ばらつきが生じていても、そのばらつきを吸収することで個々のパネル部材の傾きや位置
ずれを解消し、その上でパネルユニットの端部の取り付けを好適に実施できる。
【００２５】
　第８の発明は、前記位置調整機構は、前記支柱及び前記第２フレーム部材のいずれか一
方の側から他方の側に延びるボルト部材（５５）を有し、その他方の側では前記ボルト部
材がナット（６３）により締結されるようになっており、前記支柱及び前記第２フレーム
部材の少なくともいずれかには、前記ボルト部材を挿通させた状態で、ボルト軸線に直交
する方向への当該ボルト部材の移動を可能とする長孔（５４，６１）が設けられているこ
とを特徴とする。
【００２６】
　上記構成によれば、長孔におけるボルト部材の位置を変更することで、支柱と第２フレ
ーム部材との相対位置を変更できる。これにより、支柱と第２フレーム部材とを締結する
役割のボルト部材を用いて、支柱及び第２フレーム部材における相対的な位置ずれを解消
でき、パネルユニットの取り付けに支障が生じたり、パネル部の見栄えが低下したりする
といった不都合を解消できる。
【００２７】
　第９の発明は、前記支柱及び前記第２フレーム部材のうち一方の側には、水平方向に延
びる前記長孔（５４）が設けられ、他方の側には、鉛直方向に延びる前記長孔（６１）が
設けられていることを特徴とする。
【００２８】
　上記構成によれば、長孔は水平方向及び鉛直方向に十字状に設けられることとなる。し
たがって、ボルト部材は、その水平方向及び鉛直方向のいずれにも位置変更でき、水平方
向及び鉛直方向のいずれの位置ずれにも対処可能となる。
【００２９】
　第１０の発明は、前記第２フレーム部材はリップ付の溝形状をなすチャネル材よりなり
、そのチャンネル材の溝開口部が前記支柱側に向くように設けられており、前記第２フレ
ーム部材においてその溝部内に固定された第２固定部材（５２）には、前記溝開口部とな
る位置に、水平方向及び鉛直方向のうち一方の第１方向に延びる第１長孔（５４）が形成
され、前記支柱には、前記第１長孔に通じる位置に、水平方向及び鉛直方向のうち前記第
１方向とは異なる第２方向に延びる第２長孔（６１）が形成されており、前記ボルト部材
が、前記第１長孔及び前記第２長孔に挿通させて設けられていることを特徴とする。
【００３０】
　上記構成によれば、フレーム部材としてリップ付溝形状をなすチャネル材を用いており
、そのチャンネル材の溝部内に固定部材を収容することで、フレーム部材の外側に張り出
すことなく固定部材を配置でき、また、フランジやリップを用いることで、第１長孔を有
する固定部材を、フレーム部材に対して容易に組み付けることができる。また、チャンネ
ル材の溝開口部を用いてボルト部材を支柱側に引き出す構成とすることで、フレーム部材
に対する孔あけ等の加工を要することなく、フレーム部材と支柱との両者間にボルト部材
を設けることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】バルコニー付き建物を示す斜視図。
【図２】バルコニーのベース構造を分解して示す分解斜視図。
【図３】バルコニーのパネル部を分解して示す分解斜視図。



(7) JP 5969894 B2 2016.8.17

10

20

30

40

50

【図４】バルコニーのパネル部における縦断面の構成を示す断面図。
【図５】位置調整機構の構成を説明するための分解斜視図。
【図６】位置調整機構の横断面図。
【図７】位置調整機構の横断面の構成を分解して示す断面図。
【図８】縦フレームにおける各プレートの設置状態を示す図。
【図９】２つの長孔の配置の状態を示す図。
【図１０】パネル境界部における固定機構を示す横断面図。
【図１１】パネル境界部における固定機構を分解して示す横断面図。
【図１２】別の実施形態におけるパネル境界部における固定機構を示す横断面図。
【図１３】別の実施形態における端部縦フレームを示す図。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、本発明を具体化した一実施形態を図面に基づいて説明する。本実施形態では、複
数の建物ユニットを用いて構築される二階建てユニット式建物に本発明を具体化しており
、同ユニット式建物ではバルコニーの構造に特徴を有するものとなっている。
【００３３】
　まずは建物について簡単に説明する。図１に示す建物１０において、建物本体１１は複
数の建物ユニット１２により構成されており、そのうち二階部分のいずれかの建物ユニッ
ト１２にバルコニー１３が取り付けられている。バルコニー１３は建物本体１１から屋外
側に張り出した、いわゆるキャンチバルコニー（片持ち式バルコニー）となっており、正
面部１４Ａと２つの側面部１４Ｂとを有している。この場合、バルコニー１３を構成する
パネル構造体が、建物ユニット１２の躯体（柱や大梁）に対して固定されている。
【００３４】
　また、バルコニー１３の囲い壁の部分は、大別して上下二段で別構成となっており、下
段側はサイディングボード等の壁面材が取り付けられた腰壁部１５、上段側は多数の横桟
パネルが取り付けられた横桟パネル部１６となっている。
【００３５】
　建物ユニット１２の構成は周知であるため、図示による説明は割愛するが、簡単に説明
をしておく。建物ユニット１２は、四隅の柱と、それら各柱の上端部を連結する天井大梁
と、各柱の下端部を連結する床大梁とを有し、全体として直方体状に形成されている。そ
して、隣接する建物ユニット１２の柱同士を連結部材（ドッキングプレート等）により連
結することで一体の建物本体１１が構築されている。
【００３６】
　なお、バルコニー１３の形態はキャンチ式に限られず、一階部分の建物ユニット１２の
上にバルコニー１３が形成される構成（いわゆるルーフバルコニーの構成）であってもよ
い。
【００３７】
　次に、バルコニー１３の構成を説明する。まずは、バルコニー１３の前提構成を図２～
図４により説明する。図２は、バルコニー１３のベース構造を分解して示す分解斜視図で
あり、図３は、バルコニー１３のパネル部（囲い壁部）を分解して示す分解斜視図である
。また、図４は、バルコニー１３のパネル部における縦断面の構成を示す断面図である。
【００３８】
　図２に示すように、バルコニー１３は、ベース構造として、床フレームユニット２１と
、その床フレームユニット２１の張出先端部に取り付けられる壁フレームユニット２２と
を有している。床フレームユニット２１は、互いに交差させて設けられる上フレーム２３
と下フレーム２４とを有しており、このうち下フレーム２４は、一端が建物本体１１側に
連結され、かつ建物本体１１の外面に直交する向きに延びるようにして設けられている。
また、上フレーム２３は、下フレーム２４に直交する方向（建物本体１１の外面に平行な
方向）に延びるようにして設けられている。そして、この床フレームユニット２１に対し
て図示しない床材等が取り付けられることで、バルコニー床が構成されるようになってい
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る。
【００３９】
　また、壁フレームユニット２２は、所定間隔で設けられる複数の支柱２５と、その支柱
２５を起立状態で固定する横フレーム２６とを有している。支柱２５と横フレーム２６と
は例えば溝形鋼よりなる。ただし、これら両者では横断面形状が異なり、支柱２５は略正
方形状をなしているのに対し、横フレーム２６は支柱２５よりも扁平な長方形状をなして
いる。そして、これら支柱２５と横フレーム２６とは互いに当接する部位にて溶接等によ
り連結されている。図示の構成では、上下二段に横フレーム２６が設けられており、その
うち上段の横フレーム２６は、支柱同士の間に（柱勝ちの状態で）設けられ、下段の横フ
レーム２６は、支柱部分で途切れることなく連続して（フレーム勝ちの状態で）設けられ
ている。
【００４０】
　そして、支柱２５及び横フレーム２６により格子状に組まれた部分に、例えば窯業系サ
イディングボードよりなる壁面材２７が取り付けられている。この場合、支柱２５及び横
フレーム２６が腰壁部１５の下地フレームとなっており、その支柱２５及び横フレーム２
６に対してビス等により壁面材２７が直接固定されている。
【００４１】
　なお、図２では、バルコニー１３の正面部１４Ａに相当する部分についてのみ壁フレー
ムユニット２２と壁面材２７とを示しているが、側面部１４Ｂに相当する部分についても
同様の構成が設けられている。
【００４２】
　また、図３には、壁フレームユニット２２と壁面材２７との一体物に対して組み付けら
れる各部材が示されている。なお、図２と図３とでは、支柱２５の数や壁フレームユニッ
ト２２の形態が若干相違しているが、いずれかの形態にて限定されるものでなく、いずれ
の形態であってもよい。
【００４３】
　その構成を大まかに説明すると、壁フレームユニット２２の各支柱２５には、壁面材２
７よりも上方となる位置に、内側（建物本体側）及び外側（反建物本体側）で一対となる
支柱カバー３１，３２が取り付けられており、各支柱２５において外側支柱カバー３２の
側にパネルユニット３５が取り付けられている。図３に示す構成では、壁フレームユニッ
ト２２の長手方向に２つのパネルユニット３５が横並びで設けられる構成となっている。
パネルユニット３５は、横格子となる複数の横桟パネル３６と、その背面側に鉛直方向（
横桟パネル３６に直交する方向）に設けられる縦フレーム３７とを有しており、縦フレー
ム３７に対して各横桟パネル３６がリベットやビス等により取り付けられている。
【００４４】
　支柱カバー３１，３２は、支柱２５を囲むように配置される化粧カバーであり、本実施
形態ではそれぞれアルミニウムにより成形されている。また、パネルユニット３５の横桟
パネル３６と縦フレーム３７についても本実施形態ではアルミニウムにより成形されてい
る。
【００４５】
　パネルユニット３５において縦フレーム３７は支柱２５と同じ間隔で配置されており、
縦フレーム３７が支柱２５に対して位置合わせされ、それら両者が互いに固定されること
で、パネルユニット３５が支柱２５に対して取り付けられている。ここで、縦フレーム３
７はそれぞれ、横桟パネル３６の長手方向における中間位置に設けられる中間縦フレーム
３７Ｘと、横桟パネル３６の長手方向の端部位置（すなわち、隣り合う他のパネルユニッ
ト３５との境界部となる位置）に設けられる端部縦フレーム３７Ｙとのいずれかからなる
。この場合、中間縦フレーム３７Ｘは、１対１の関係で支柱２５に固定されているのに対
し、端部縦フレーム３７Ｙは、隣り合う２つのパネルユニット３５の１つずつの同縦フレ
ーム３７Ｙが１つの支柱２５に対応付けられ、２対１の関係で支柱２５に固定されている
。各縦フレーム３７Ｘ，３７Ｙの上下方向の長さは、上下複数の横桟パネル３６からなる
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パネル群の上下方向の長さと略同じである。隣り合う２つのパネルユニット３５の境界部
分には、それら２つのパネルユニット３５で共通に用いられ、各パネルユニット３５の端
部縦フレーム３７Ｙを各々固定する固定金具３８が取り付けられるようになっている。な
お、中間縦フレーム３７Ｘが「第２フレーム部材」に相当し、端部縦フレーム３７Ｙが「
第１フレーム部材」に相当する。
【００４６】
　本実施形態では、各縦フレーム３７Ｘ，３７Ｙにおける上下２カ所に、支柱２５と縦フ
レーム３７との取付箇所である取付部Ｋが設けられており、図４には、中間縦フレーム３
７Ｘにおける取付部Ｋの位置を示している。なお、取付部Ｋを、各縦フレーム３７Ｘ，３
７Ｙの長手方向に１カ所にのみ設ける構成や、各縦フレーム３７Ｘ，３７Ｙの長手方向に
３カ所以上設ける構成とすることも可能である。
【００４７】
　また、各支柱２５の上端部には、水平方向に延びる長尺状のアタッチメント４１を介し
て笠木４２（上側笠木）が取り付けられている。
【００４８】
　その他、図４に示すように、腰壁部１５の上端部となる部分の構成として、上下二段の
うち上段側の横フレーム２６の上面（溝形鋼のウエブ面）には、笠木固定金具４４がボル
ト等の締結具により固定されており、その笠木固定金具４４には笠木４５（下側笠木）が
取り付けられている。
【００４９】
　ところで、壁フレームユニット２２に設けられる複数の支柱２５は本来、鉛直方向に延
び、かつあらかじめ定められた所定間隔で各々配置されるものであるが、その支柱２５が
鉛直方向に対して傾いていたり、隣り合う支柱同士の間隔に誤差が生じていたりすること
がある。そして、こうして支柱２５の位置のばらつきが生じていると、支柱２５に対して
パネルユニット３５を取り付ける際においてその取り付けが困難又は不可になることが懸
念される。また、取り付けが可能であったとしても、複数のパネルユニット３５の意匠面
側で段差が生じてしまい、外観が損なわれることが懸念される。上記不都合は、例えば、
柱勝ちとなる上段側の横フレーム２６における長さ寸法の誤差を要因として生じたり、支
柱２５に対して横フレーム２６を溶接固定する場合に生じたりすることが考えられる。
【００５０】
　この点、本実施形態では、中間縦フレーム３７Ｘにおいて上下２カ所の取付部Ｋに、支
柱２５に対する中間縦フレーム３７Ｘの水平方向及び鉛直方向の位置調整を可能とする位
置調整機構を設けており、以下にはその位置調整機構について説明する。図５は、位置調
整機構の構成を説明するための分解斜視図であり、図６は、位置調整機構の横断面図であ
り、図７は、位置調整機構の横断面の構成を分解して示す断面図である。
【００５１】
　図５～図７に示すように、パネルユニット３５の中間縦フレーム３７Ｘは、リップ付き
の溝形状をなすアルミチャンネル材（アルミニウム製のチャンネル材）により構成されて
おり、符号３７ａを付した部分がウエブ、符号３７ｂを付した部分がフランジ、符号３７
ｃを付した部分がリップとなっている。中間縦フレーム３７Ｘは、溝開口部３７ｄが支柱
２５側に向くように設けられている。そして、中間縦フレーム３７Ｘの溝部３７ｅ内に位
置調整金具５１が設けられるようになっている。
【００５２】
　位置調整金具５１は、２枚のプレート材により構成される固定プレート５２と可動プレ
ート５３とを有しており、固定プレート５２を支柱側に、可動プレート５３を反支柱側に
して互いに重ねて配置されている。これらの両プレート５２，５３は、それぞれ断面略コ
字状（溝形状）のアルミチャンネル材により構成されており、それぞれに一対のフランジ
５２ａ，５３ａを有している。この場合、固定プレート５２では、一対のフランジ５２ａ
における外面間の寸法がＬ１であり、これが中間縦フレーム３７Ｘの溝内寸法と略同じで
あるのに対し、可動プレート５３では、一対のフランジ５３ａにおける外面間の寸法がＬ
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２であり、これが固定プレート５２の同寸法（＝Ｌ１）よりも小さいものとなっている（
図７参照）。そして、固定プレート５２は、そのフランジ５２ａと中間縦フレーム３７Ｘ
のフランジ３７ｂとがリベットやビス等の固定具５６で互いに固定されることにより、中
間縦フレーム３７Ｘに対して固定されている。
【００５３】
　また、可動プレート５３には、ボルト５５が溶接により一体化されている。このボルト
５５は、可動プレート５３の板面に直交する方向に延びるように設けられ、固定プレート
５２に形成された長孔５４に挿通されるようになっている。固定プレート５２の長孔５４
は、その長手方向が水平方向となる向きで形成されている。この場合、可動プレート５３
のフランジ間寸法Ｌ２が溝部３７ｅの幅よりも小さく、かつボルト５５が固定プレート５
２の長孔５４に挿通されているため、可動プレート５３及びボルト５５は水平方向に位置
変更可能となっている。
【００５４】
　ボルト５５が可動プレート５３に溶接により固定され、その可動プレート５３及びボル
ト５５の一体物が固定プレート５２の内側に配設されているため、可動プレート５３は、
固定プレート５２内における所定量の移動が許容されつつも、過剰に回転しないようにな
っている。つまり、図８に示すように、ボルト５５の締め付け時に同ボルト５５が回転し
ようとしても、可動プレート５３が固定プレート５２のフランジ５２ａに当たって、ボル
ト５５の回転が規制される。したがって、ボルト５５の締め付け時において可動プレート
５３が意図せず回転してしまい、所望とする位置でのボルト締結を行う上で不都合が生じ
ることを抑制できる。
【００５５】
　また、支柱２５には、中間縦フレーム３７Ｘの側に外側支柱カバー３２が設けられ、そ
の反対側に内側支柱カバー３１が設けられている。これら両カバー３１，３２は一方の支
柱カバー（内側支柱カバー３１）に形成された爪部３１ａの係合により一体化されており
、一体化されることで支柱２５が覆い隠されるようになっている。
【００５６】
　支柱２５には、ボルト５５を挿通させるための長孔６１が形成されている。この長孔６
１は、その長手方向が鉛直方向となる向きで形成されている。また、支柱２５の溝部内に
おいてボルト５５の先端部にはワッシャ６２とナット６３とが組み付けられている。要す
るに、ボルト５５は、パネルユニット３５の中間縦フレーム３７Ｘの側から支柱２５の側
に延び、支柱２５の側でナット６３により締結されており、これにより支柱２５と中間縦
フレーム３７Ｘとが一体化されている。なお、中間縦フレーム３７Ｘと支柱２５との間に
存在する外側支柱カバー３２にも、ボルト５５を挿通させる孔部３２ａが形成されている
が、これは長孔６１と同サイズであるか、又は少なくとも長孔６１よりも大きい孔サイズ
を有していればよいものとなっている。
【００５７】
　ここで、支柱２５に対して中間縦フレーム３７Ｘを組み付けた状態では、支柱２５側か
らの正面視において、図９に示すように、２つの長孔５４，６１が十字状をなすように配
置され、その十字状の孔（位置調整孔）に沿ってボルト５５が移動可能となっている。換
言すれば、十字状の孔（位置調整孔）に沿って、支柱２５と縦フレーム３７との相対位置
が調整可能となっている。
【００５８】
　支柱２５は中空状の鋼材であり、その内部に雨水等が浸入するのを防止すべく、支柱２
５の外面部には防水テープ（防水シート）が貼り付けられている。具体的には、支柱２５
の中間縦フレーム３７Ｘ側には、長孔６１を介して支柱内部に雨水等が浸入するのを防止
すべく、上下２カ所の取付部Ｋに対応する位置に防水テープ６４が貼り付けられており、
支柱２５の中間縦フレーム３７Ｘとは反対側には、溝開口部２５ａを介して支柱内部に雨
水等が浸入するのを防止すべく、支柱上端部から支柱下端部（少なくともパネル部の下端
部）までの範囲で防水テープ６５が貼り付けられている。



(11) JP 5969894 B2 2016.8.17

10

20

30

40

50

【００５９】
　また、中間縦フレーム３７Ｘにおける各取付部Ｋにおいては、隙間調整用のスペーサ６
７を装着可能となっており、そのスペーサ６７の装着により、支柱２５及び中間縦フレー
ム３７Ｘの間の隙間間隔が調整されるようになっている。より具体的には、スペーサ６７
は、ボルト５５を通すための切欠部６８を有する薄板材よりなり、例えば厚さ１ｍｍのア
ルミ薄板により構成されている。この場合、各取付部Ｋにスペーサ６７を装着するか装着
しないか、又は各取付部Ｋに装着するスペーサ枚数を何枚にするかによって、パネルユニ
ット３５の厚み方向において支柱２５に対する中間縦フレーム３７Ｘの傾きを調整できる
。この意味からして、スペーサ６７は、傾き調整部材であるとも言える。
【００６０】
　また、隣り合う２つのパネルユニット３５の境界部において、横桟パネル３６の端部同
士の間の隙間を通じてその背後の納まり（固定用ボルト等）が見えたり、パネル面が左右
で段違いになっていたりすると、外観が著しく低下する。そこで本実施形態では、隣り合
う２つのパネルユニット３５の境界部において、各パネルユニット３５の横桟パネル３６
の端部同士を互いに当接させた状態とし、さらに各パネルユニット３５の端部縦フレーム
３７Ｙを後述の固定機構を用いて各々固定する構成とすることにより上記の外観上の不都
合を解消するようにしている。
【００６１】
　図１０は、隣り合う２つのパネルユニット３５の境界部における固定機構を示す横断面
図であり、図１１は、その横断面の構成を分解して示す断面図である。なお、これら各図
において、内側支柱カバー３１や外側支柱カバー３２など、図５～図７で既に説明済みの
構成については説明を省略する。
【００６２】
　図１０，図１１に示すように、横桟パネル３６の端部には合成樹脂製のキャップ７１が
はめ込まれており、パネルユニット３５の取付状態では、隣り合う横桟パネル３６の各キ
ャップ７１の端部同士が互いに当接するものとなっている。キャップ同士の当接状態では
各キャップ７１の弾性変形が可能となっている。
【００６３】
　パネルユニット３５の端部縦フレーム３７Ｙは、中間縦フレーム３７Ｘとして用いたリ
ップ付きの溝形状をなすアルミチャンネル材（図５参照）を横断面の中心位置（ウエブの
真ん中）で二分した長尺材よりなる。なおここでは、説明の便宜上、端部縦フレーム３７
Ｙの各部について、中間縦フレーム３７Ｘと同じ符号を付しており、符号３７ａを付した
部分をウエブ、符号３７ｂを付した部分をフランジ、符号３７ｃを付した部分をリップと
している。横桟パネル３６に対する端部縦フレーム３７Ｙの取り付けの方向も、中間縦フ
レーム３７Ｘに準じており、中間縦フレーム３７Ｘの横断面において「ウエブ３７ａの長
さ＞リップ３７ｃの長さ」となっている。
【００６４】
　このとき、隣り合う各パネルユニット３５について見れば、それぞれの端部縦フレーム
３７Ｙは互いに逆となる向き（線対称の向き）で横桟パネル３６に固定されており、図１
０に示す支柱２５への取付状態では、リップ付きチャネル材を用いた場合と同様に、２つ
の端部縦フレーム３７Ｙにおいて、ウエブ３７ａが横桟パネル３６の側に当接固定される
とともに、リップ３７ｃが外側支柱カバー３２（支柱２５）の側に当接固定されるように
なっている。そして、２つの端部縦フレーム３７Ｙは、同縦フレーム３７Ｙの溝部（ウエ
ブ３７ａとリップ３７ｃとの間の空間）内に固定金具３８を装着することでそれぞれ支柱
２５に対して固定されるようになっている。この固定の状態では、隣り合う２つのパネル
ユニット３５において各横桟パネル３６が連続して設けられることとなる。
【００６５】
　各端部縦フレーム３７Ｙにおいて、フランジ３７ｂとリップ３７ｃとが横桟パネル３６
の背面側に延び、これらが「延出部」となっている。この場合特に、リップ３７ｃは、横
桟パネル３６の背面から離間した位置に横桟パネル３６の背面に平行に延びる向きで設け
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られており、横桟パネル３６の背面と、端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃと、外側支
柱カバー３２の側面部とは互いに平行になっている（支柱２５の側面部も同様）。
【００６６】
　端部縦フレーム３７Ｙの固定機構について具体的には、固定金具３８は、断面略コ字状
（溝形状）のアルミチャンネル材により構成されており、その横断面の両端部に一対のフ
ランジ３８ａを有している。固定金具３８の上下方向の長さは、端部縦フレーム３７Ｙの
上下方向の長さと略同じである。そして、その固定金具３８が、溝開放側を支柱２５とは
反対側に向けた状態（言い換えれば横桟パネル３６の側に向けた状態）で、２つの端部縦
フレーム３７Ｙの溝部内に挿入されている。固定金具３８では、一対のフランジ３８ａに
おける外面間の寸法がＬ３であり（図１１参照）、これは、隣り合う横桟パネル３６の端
部同士を互いに当接させた状態での２つの端部縦フレーム３７Ｙの溝部内の幅寸法と略同
じ寸法となっている（図１０参照）。
【００６７】
　２つの端部縦フレーム３７Ｙの溝部内に固定金具３８を挿入した状態では、その固定金
具３８と端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃとが当接可能となっており、それにより、
端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃを、固定金具３８と外側支柱カバー３２との間に挟
み込むことが可能となっている。つまり、本実施形態では固定金具３８が「挟持手段」に
相当する。
【００６８】
　また、固定金具３８には、ナット７３が溶接により一体化されており、そのナット７３
に対しては、固定金具３８の中央部（横断面中央部）に形成された貫通孔３８ｂを通じて
ボルト７５の螺着が可能になっている。この場合、２つの端部縦フレーム３７Ｙからなる
溝部内に固定金具３８を挿入配置し、その状態で支柱２５の内側からボルト７５が装着す
ることにより、固定金具３８（ナット７３）に対してボルト７５が螺着されて支柱２５と
固定金具３８とが一体化される。なお、支柱２５にはボルト孔６１Ａが設けられており、
そのボルト孔６１Ａは、ボルト７５の挿通が可能であれば形状が任意であるが（本実施形
態では丸孔）、図５等に示す長孔６１と同様、上下方向に延びる長孔形状をなしていても
よい。このとき、固定金具３８と外側支柱カバー３２との間には端部縦フレーム３７Ｙの
リップ３７ｃが挟み込まれており、ボルト７５の螺着により、支柱２５に対する端部縦フ
レーム３７Ｙの取り付けが行われることとなる。
【００６９】
　固定金具３８の上端部には、フランジ３８ａから外側に延びる引掛け部３８ｃが設けら
れており（図１１参照）、２つの端部縦フレーム３７Ｙからなる溝部内に固定金具３８が
挿入された状態では、引掛け部３８ｃが端部縦フレーム３７Ｙ（フランジ３７ｂ）の上端
部に引っ掛かり（当接し）、その引っ掛かり（当接）により、固定金具３８の下方への抜
け落ちが規制されるとともに、端部縦フレーム３７Ｙに対する固定金具３８の上下方向の
位置合わせ（すなわちナット７３とボルト孔６１Ａとの位置合わせ）がなされるようにな
っている。
【００７０】
　バルコニー１３として設けられるパネル構造体を構築する際には、先にベース構造とし
ての床フレームユニット２１と壁フレームユニット２２とを建物本体（建物ユニット）に
対して連結するとともに、壁フレームユニット２２に対して壁面材２７を取り付ける。こ
れにより、横桟パネル部１６よりも先に腰壁部１５が構築される。また、腰壁部１５の上
方に笠木固定金具４４や下側笠木４５を取り付ける。
【００７１】
　そしてその後、支柱２５に外側支柱カバー３２を取り付けた状態で、その屋外側からパ
ネルユニット３５を装着する。このとき、
（１）パネルユニット３５の中間縦フレーム３７Ｘについて支柱２５に対する仮固定を行
い、
（２）その後、端部縦フレーム３７Ｙについて支柱２５に対する固定を行い、
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（３）さらに、中間縦フレーム３７Ｘについて支柱２５に対する本固定を行う。なお、建
物本体には既に床フレームユニット２１が取り付けられていることから、これらの各作業
は、床フレームユニット２１の上に載った作業者がバルコニー内側から行うことができる
ようになっている。
【００７２】
　上記（１）について詳しくは、図５～図７に示すように、パネルユニット３５の中間縦
フレーム３７Ｘにはあらかじめ位置調整金具５１が取り付けられており、その中間縦フレ
ーム３７Ｘから延びるボルト５５を支柱２５側の長孔６１に挿し入れ、その状態で、支柱
２５と中間縦フレーム３７Ｘとの相対的な位置ずれを長孔５４，６１により吸収しつつパ
ネルユニット３５の取付位置を決定する。また、必要に応じて支柱２５と中間縦フレーム
３７Ｘとの間にスペーサ６７を装着する。そして、ボルト５５の先端部にナット６３等を
組み付けてパネルユニット３５を支柱２５に仮固定する。このとき、ボルト５５に対する
ナット６３の締め付け作業はバルコニー内側から実施される。ボルト５５及びナット６３
の締め付けは、パネルユニット３５が外れて落ちたりしない程度に、すなわちパネルユニ
ット３５の若干のずらし調整が可能となる程度に緩めに行われるとよい。
【００７３】
　ここで、パネルユニット３５のパネル面に沿う方向については長孔５４，６１による位
置調整が行われ、そのパネル面に直交する方向についてはスペーサ６７による位置調整が
行われる。こうして３方向の位置調整が行われることにより、支柱２５及び中間縦フレー
ム３７Ｘにおける相対的な位置ずれが好適に解消され、複数のパネルユニット３５が取り
付けられる場合において各パネルユニット３５同士の位置ずれ（パネル面の段差等）の発
生を抑制できる。
【００７４】
　上記（１）の作業が完了すると、隣り合う２つのパネルユニット３５では、隣り合う横
桟パネル３６の端部同士が互いに当接した状態となり、その状態で、上記（２）の作業を
実施する。すなわち、図１０，図１１に示すように、まずは端部縦フレーム３７Ｙの溝部
内に固定金具３８を挿入する。なお、各横桟パネル３６の端部に取り付けられたキャップ
７１は弾性変形可能となっているため、左右の横桟パネル３６で若干の位置ずれが生じて
いても、そのずれがキャップ７１により吸収可能となっている。そして、ボルト７５によ
る締め付けを行い、各パネルユニット３５を支柱２５に対して固定する。このとき、ナッ
ト７３（ウェルドナット）に対するボルト７５の締め付け作業は、上記（１）での作業と
同様に、バルコニー内側から実施される。
【００７５】
　上記（２）の作業では、隣り合う２つのパネルユニット３５を連結する際に、各横桟パ
ネル３６のパネル面に段差が生じていても、各端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃが共
に固定金具３８と外側支柱カバー３２との間に挟まれていることから（すなわち、各端部
縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃが固定金具３８により共締めされていることから）、各
パネル面の段差を解消できる。
【００７６】
　また、隣り合う２つのパネルユニット３５において各横桟パネル３６の上下方向のずれ
（高さずれ）が生じていても、各端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃが共に固定金具３
８と外側支柱カバー３２との間に挟まれており、かつ中間縦フレーム３７Ｘではパネルユ
ニット３５が緩めに仮固定されていることから、固定金具３８と外側支柱カバー３２との
間にリップ３７ｃが挟まれた状態で、各端部縦フレーム３７Ｙを個々に上下方向にずらす
ことができ、高さずれを解消できる。
【００７７】
　その後、上記（３）の作業として、中間縦フレーム３７Ｘにおいてボルト５５の本締め
を行う。
【００７８】
　上記（１）～（３）の各作業の実施後には、各支柱２５に防水テープ６５を貼り付ける
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とともに、内側支柱カバー３１を組み付ける。そしてその後、各支柱２５の上端部にアタ
ッチメント４１を取り付けるとともに、そのアタッチメント４１に上側笠木４２を取り付
ける。以上により、パネル構造体が構築される。
【００７９】
　ちなみに、上記のとおり構成されるパネル構造体は、あらかじめ工場にて作製された後
、トラック等の輸送手段により建物施工現場に輸送されるとよい。又は、上記のパネル構
造体において例えばパネルユニット３５を現場取り付けにしたり、床フレームユニット２
１を現場取り付けにしたりするなど、構成の一部を現場取り付けにすることも可能である
。
【００８０】
　以上詳述した本実施形態によれば、以下の優れた効果が得られる。
【００８１】
　隣り合う２つのパネルユニット３５の境界部において各横桟パネル３６の端部同士が互
いに当接されるとともに、境界部の背面側において各端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７
ｃ（延出部）が２つのパネルユニット３５に共通の固定金具３８により挟持された状態（
共締めされた状態）で、端部縦フレーム３７Ｙが支柱２５に対して固定される構成となっ
ている。この場合、隣り合う横桟パネル３６は端部同士が互いに当接されているため、そ
の端部同士の間に隙間が形成され、さらにその隙間によりパネル背後の構成が見えること
で見栄えが低下するといった不都合を抑制できる。
【００８２】
　また、隣り合う２つのパネルユニット３５の各端部縦フレーム３７Ｙが共通の固定金具
３８により挟持されていることから、各パネルユニット３５の横桟パネル３６について位
置の合わせ込みがしやすく、左右の横桟パネル３６で段差が生じたりすることを抑制でき
る。また、隣り合う２つのパネルユニット３５を固定金具３８による挟み込みにより支持
する構成としているため、パネルユニット３５ごとにボルト、ナット等の締結具を必要と
することはなく、こうした締結具が外側から見えることによる外観の低下を抑制できる。
以上により、隣り合う２つのパネルユニット３５の境界部において見栄えを向上させた納
まりを実現することができる。
【００８３】
　各横桟パネル３６の背面に平行となっている外側支柱カバー３２の側面部と固定金具３
８との間で、固定金具３８によって端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃを挟持し、それ
により各端部縦フレーム３７Ｙを固定する構成とした。この場合、横桟パネル３６のパネ
ル面（表面）を面一で並べることができ、見栄え向上を図る上で好適なる構成となってい
る。
【００８４】
　また、各横桟パネル３６の背面に対して、端部縦フレーム３７Ｙのリップ３７ｃと外側
支柱カバー３２の側面部とがそれぞれ平行になっているとともに、固定金具３８がそのリ
ップ３７ｃを外側支柱カバー３２の側面部に対して挟み込む構成となっており、ゆえに、
端部縦フレーム３７Ｙは、リップ３７ｃが挟まれた状態で上下方向の移動（スライド）が
可能になっている。そのため、仮に左右の横桟パネル３６で上下方向のずれが生じていて
も、そのずれ解消のための位置調整を容易に実施できる。
【００８５】
　パネルユニット３５の境界部の背面側において、固定金具３８に一体化したナット７３
（ウェルドナット）に対して、支柱２５側（パネルユニット３５の背面側）からボルト７
５の締結作業を行う構成とした。この場合、バルコニーの内側から締結作業を実施できる
こととなるため、建物外側に組まれる足場を利用しなくても、バルコニーの施工作業を実
施でき、施工性の改善を実現できる。
【００８６】
　また、ナット７３に対するボルト７５の締結は支柱２５の内部空間にて実施される。そ
のため、これらのナット７３やボルト７５がパネルユニット３５の外側から見えることは
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なく、その点でも見栄えの向上が図られている。本実施形態のパネル構造体では、パネル
ユニット３５の中間部分及び端部部分のいずれにおいても外側からナットやボルトといっ
た締結具が見えない構成となっている。
【００８７】
　隣り合う２つの端部縦フレーム３７Ｙにより形成される溝部内に固定金具３８を配置し
、その状態で、外側支柱カバー３２の側面部と固定金具３８との間で端部縦フレーム３７
Ｙのリップ３７ｃを挟持する構成とした。これにより、端部縦フレーム３７Ｙの外側に張
り出すことなく固定金具３８を配置でき、固定金具３８の挟み込みにより端部縦フレーム
３７Ｙを支柱２５に対して固定する上で好都合な構成を実現できる。この場合、固定金具
３８を外から見えないようにしつつも、所望とする挟持作用を好適に得ることができる。
【００８８】
　端部縦フレーム３７Ｙに対する位置合わせ手段として、固定金具３８に、端部縦フレー
ム３７Ｙの上端部に引っ掛けられる引掛け部３８ｃを設ける構成とした。これにより、そ
れぞれ長尺材よりなる端部縦フレーム３７Ｙと固定金具３８とについて、それら両者を互
いに固定する固定位置の位置合わせが容易となり、パネルユニット３５の取り付けの作業
性が良好なものとなる。
【００８９】
　特に、２つの端部縦フレーム３７Ｙにより形成される溝部内に固定金具３８が収容され
る構成では、固定金具３８における固定位置が確認しづらく、位置合わせが困難になり得
るが、上記のとおり位置合わせ手段としての引掛け部３８ｃを設けておくことにより、位
置合わせの作業を容易化できる。
【００９０】
　パネルユニット３５の中間縦フレーム３７Ｘに関する構成として、中間縦フレーム３７
Ｘにおいて支柱２５に対する取り付けが行われる取付部Ｋに、支柱２５に対する中間縦フ
レーム３７Ｘの位置を調整可能とする位置調整機構を設ける構成とした。その結果、支柱
２５に対して横桟パネル３６を好適な状態で取り付けることができ、ひいてはパネル取付
作業に支障が生じたり、仕上がり後のバルコニー１３において外観が損なわれたりするこ
とを抑制できる。
【００９１】
　また、中間縦フレーム３７Ｘに上記の位置調整機構を設けるとともに、端部縦フレーム
３７Ｙに上記の固定機構を設ける構成としたため、先にパネルユニット３５の端部（境界
部）以外の中間部分において位置調整を行いつつ支柱２５に対する取り付け（仮固定）を
実施し、その上でパネルユニット３５の端部での取り付けを実施することができる。つま
り、複数の支柱２５について傾きや間隔誤差により位置のばらつきが生じていても、その
ばらつきを位置調整機構により吸収することで個々の横桟パネル３６の傾きや位置ずれを
解消し、その上でパネルユニット３５の端部の取り付けを好適に実施できる。
【００９２】
　中間縦フレーム３７Ｘの位置調整機構として、中間縦フレーム３７Ｘの側から支柱２５
の側に延びるボルト５５を支柱２５の側でナット６３により締結する構成とし、特に中間
縦フレーム３７Ｘと支柱２５とに、ボルト５５を挿通させた状態で、ボルト軸線に直交す
る方向へのボルト５５の移動を可能とする長孔５４，６１を設ける構成とした。これによ
り、支柱２５と中間縦フレーム３７Ｘとを締結する締結部材としてのボルト５５を用いて
、支柱２５及び中間縦フレーム３７Ｘにおける相対的な位置ずれを解消できる。
【００９３】
　位置調整機構として、パネルユニット３５の中間縦フレーム３７Ｘの側には、水平方向
に延びる長孔５４を設けるとともに、支柱２５の側には、鉛直方向に延びる長孔６１を設
ける構成とした。これにより、水平方向及び鉛直方向に十字状に延びる長孔（位置調整孔
）が形成されることとなり、水平方向及び鉛直方向（バルコニーパネル面の正面視におけ
る水平方向及び鉛直方向）のいずれの位置ずれにも対処可能となる。
【００９４】
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　パネルユニット３５において中間縦フレーム３７Ｘの溝部３７ｅ内に固定プレート５２
を固定し、その固定プレート５２に水平方向に延びる長孔５４（第１長孔）を形成すると
ともに、支柱２５側に鉛直方向に延びる長孔６１（第２長孔）を形成し、ボルト５５を長
孔５４，６１を貫通させて設ける構成とした。この場合、中間縦フレーム３７Ｘの溝部３
７ｅ内に固定プレート５２を収容することで、中間縦フレーム３７Ｘの外側に張り出すこ
となく固定プレート５２を配置でき、また、縦フレーム３７のフランジ３７ｂやリップ３
７ｃを用いて固定プレート５２を固定することで、中間縦フレーム３７Ｘに対して固定プ
レート５２を容易に組み付けることができる。また、中間縦フレーム３７Ｘの溝開口部３
７ｄを用いてボルト５５を支柱２５側に引き出すようにしたため、中間縦フレーム３７Ｘ
に対する孔あけ等の加工を要することなく、中間縦フレーム３７Ｘと支柱２５との両者間
にボルト５５を設けることができる。
【００９５】
　中間縦フレーム３７Ｘの溝部３７ｅ内において固定プレート５２を挟んで反支柱側に設
けられる可動プレート５３を溝部３７ｅ内で位置変更可能（移動可能）とし、その可動プ
レート５３にボルト５５を固定する構成とした。この場合、可動プレート５３自体の移動
は固定プレート５２により制限されており、ボルト５５の締め付け時において可動プレー
ト５３が意図せず回転し、所望とする位置でのボルト締結を行う上で支障が及ぶ、といっ
た不都合を抑制できる。
【００９６】
　複数の取付部Ｋのそれぞれにおいて隙間調整用のスペーサ６７を装着可能としたため、
スペーサ６７の装着の状態に応じて、パネルユニット３５の厚み方向において支柱２５に
対する中間縦フレーム３７Ｘの傾きを調整できる。つまり、上述したとおりバルコニーパ
ネル面の正面視における水平方向及び鉛直方向の位置調整に加えて、同正面視における前
後方向の位置調整も可能となる。
【００９７】
　支柱２５の上下となる位置にそれぞれ腰壁部１５と横桟パネル部１６とを設け、腰壁部
１５においては位置調整機構を用いずに支柱２５に対して壁面材２７を取り付けるのに対
し、横桟パネル部１６においては位置調整機構を用いて支柱２５に対してパネルユニット
３５を取り付ける構成とした。つまり、支柱２５に対して壁面材２７が直接的に取り付け
られる腰壁部１５と、支柱２５に対して中間縦フレーム３７Ｘを介して横桟パネル３６が
取り付けられる横桟パネル部１６とのうち、横桟パネル部１６だけに位置調整機構を設け
る構成とした。この場合、壁面材２７の取り付けの時点では、支柱自体について多少の位
置調整（面内での移動）は可能であると考えられるが、壁面材２７の取り付け後には、支
柱自体の位置調整が困難になると考えられる。この点、上記のとおり支柱２５と中間縦フ
レーム３７Ｘとの相対位置を調整可能な位置調整機構を設けたことにより、腰壁部１５と
横桟パネル部１６とを有するパネル構造体において横桟パネル部１６を好適に構築できる
。
【００９８】
　［他の実施形態］
　本発明は上記実施形態の記載内容に限定されず、例えば次のように実施されてもよい。
【００９９】
　・図１２に示すように、隣り合う２つのパネルユニット３５の各端部縦フレーム３７Ｙ
の延出部（フランジ３７ｂ及びリップ３７ｃ）についてそれらの相互の離間距離の拡がり
を規制する規制金具８１が設けられる構成であってもよい。この場合、規制金具８１は、
断面略コ字状（溝形状）のアルミチャンネル材により構成されており、その横断面の両端
部に一対のフランジ８１ａを有している。一対のフランジ８１ａにおける内面間の寸法は
Ｌ４であり、これは、２つのパネルユニット３５を端部同士で接合させた場合に、２つの
端部縦フレーム３７Ｙのフランジ３７ｂの外面間の寸法と略同じ寸法になっている。なお
、符号８１ｂはボルト７５を挿通させるための挿通孔である。
【０１００】
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　上記構成によれば、隣り合う２つのパネルユニット３５において各横桟パネル３６の端
部同士の隙間が意に反して空いてしまうといった不都合を抑制できる。ゆえに、隣り合う
２つのパネルユニット３５の境界部においてその見栄えの向上を図る上で有効な構成を実
現できる。
【０１０１】
　・上記実施形態では、端部縦フレーム３７Ｙとして、リップ付きの溝形状をなすチャン
ネル材（中間縦フレーム３７Ｘと同じチャンネル材）をその横断面の中心位置で二分した
長尺材を用いたが、この構成を変更してもよい。要は、端部縦フレーム３７Ｙは横桟パネ
ル３６の背面側に延びる延出部を有し、その延出部が固定金具３８（挟持手段）により挟
持可能になっている長尺材であればよい。具体的には、図１３（ａ）に示すように、横桟
パネル３６の背面に固定される部分と、固定金具３８により挟持される部分とが同じ長さ
である構成や、図１３（ｂ）に示すように、横桟パネル３６の背面に固定される部分と、
固定金具３８により挟持される部分とが非対向となる構成であってもよい。
【０１０２】
　・上記実施形態では、中間縦フレーム３７Ｘの位置調整機構において、ボルト５５を一
体化した可動プレート５３（ベースプレート）を中間縦フレーム３７Ｘ側に設けることで
、中間縦フレーム３７Ｘ側から支柱２５側に延びるようにボルト５５を設け、このボルト
５５を支柱２５側でナット６３により締結する構成としたが、この構成を変更してもよい
。例えば、可動プレート５３（ベースプレート）を支柱２５側に設けるとともに、この支
柱２５側からボルトを締結する構成としてもよい。この場合、支柱２５側からの締結作業
ができるように、中間縦フレーム３７Ｘ側にウェルドナットを設けておき、そのウェルド
ナットに対して支柱２５側からボルトの締結を行うようにするとよい。
【０１０３】
　・上記実施形態では、中間縦フレーム３７Ｘの位置調整機構において、支柱２５側に縦
長の長孔６１を設けるとともに、パネルユニット３５における中間縦フレーム３７Ｘ側の
位置調整金具５１に横長の長孔５４を設ける構成としたが、これを逆にして、支柱２５側
に横長の長孔６１を設けるとともに、パネルユニット３５における中間縦フレーム３７Ｘ
側の位置調整金具５１に縦長の長孔５４を設ける構成としてもよい。
【０１０４】
　・上記実施形態では、支柱２５側及び中間縦フレーム３７Ｘ側のそれぞれに、水平方向
及び鉛直方向のそれぞれに延びる２つの長孔５４，６１を設けたが、これを変更し、水平
方向及び鉛直方向のうち一方の方向に延びる長孔だけを設ける構成としてもよい。例えば
、支柱２５に、長孔６１ではなくボルト５５を挿通させるだけの円形状のボルト挿通孔を
設ける構成とする。この場合、長孔５４による水平方向の位置調整のみが可能となる。
【０１０５】
　・上記実施形態では、パネル部材として横桟パネル３６を用い、その横桟パネル３６に
対して各縦フレーム３７Ｘ，３７Ｙを取り付ける構成としたが、これを変更してもよい。
パネル材として壁面材を用いてもよい。また、パネル部材として縦桟パネルを用い、その
縦桟パネルに対して横フレームを取り付ける構成としてもよい。この場合、横フレームは
、支柱２５に対して直交する方向に延びるものであり、その長手方向において支柱２５同
士の間隔と同じ間隔で、支柱２５に対する取り付けが行われる取付部が設けられる。
【０１０６】
　・上記実施形態では、縦フレーム３７Ｘ，３７Ｙ（フレーム部材）としてアルミチャン
ネル材を用いたが、これに代えて、鋼材よりなるチャンネル材（溝形鋼）を用いたり、樹
脂チャンネル材を用いたりしてもよい。
【０１０７】
　・上記実施形態では、支柱２５に化粧カバーとしての支柱カバー３１，３２を取り付け
る構成としたが、この支柱カバー３１，３２を用いない構成であってもよい。例えば、支
柱２５をアルミニウム（アルミ押出型材）やステンレス鋼などで構成し、その外面が化粧
面を兼ねる構成としてもよい。この場合、パネルユニット３５の縦フレーム３７Ｘ，３７
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対して固定される。
【０１０８】
　・上記実施形態では、腰壁部１５と横桟パネル部１６とを上下に連続して設ける構成と
したが、これに限定されず、腰壁部１５を設けない構成としてもよい。また、横桟パネル
部１６の上に化粧用の笠木ではなく、人による手づかみが可能な手摺を設ける構成であっ
てもよい。
【０１０９】
　・上記実施形態では、図１等に示すバルコニーのパネル構造に本発明を適用したが、こ
れを変更してもよい。例えば、バルコニーは、バルコニー空間の上方に屋根部（庇）を有
する屋根付きバルコニーであってもよい。屋根付きバルコニーとする場合、屋根部（庇）
は建物本体から延びる片持ち式の構成であってもよいし、バルコニーのパネル部分から上
方に延びる支柱により下方から支えられる構成であってもよい。なお後者の構成の場合、
屋根を支える支柱は、壁フレームユニット２２の支柱２５が上方に延びるものであるとよ
い。つまり、壁フレームユニット２２の複数の支柱２５のうち特定の支柱（例えば出隅部
分に位置する支柱）をパネル上端部（上側笠木）よりも上方に延ばし、その支柱により屋
根を支持することとする。
【０１１０】
　また、テラス、外階段、建物外壁、建物屋内の間仕切、外構フェンスなどに用いられる
パネル構造に本発明を適用することも可能である。また、ユニット式建物以外に、鉄骨軸
組工法からなる建物や、パネル工法よりなる建物において具体化することも可能である。
【符号の説明】
【０１１１】
　１０…建物、１２…建物ユニット、１３…バルコニー、２５…支柱、３１，３２…支柱
カバー、３５…パネルユニット、３６…横桟パネル（パネル部材）、３７Ｘ…中間縦フレ
ーム（第２フレーム部材）、３７Ｙ…端部縦フレーム（第１フレーム部材）、３７ａ…ウ
エブ、３７ｂ…フランジ（延出部）、３７ｃ…リップ（延出部）、３８…固定金具（挟持
手段、第１固定部材）、３８ｃ…引掛け部（当接部）、５１…位置調整金具、５２…固定
プレート（第２固定部材）、５３…可動プレート（ベースプレート）、５４…長孔（第１
長孔）、５５…ボルト（ボルト部材）、６１…長孔（第２長孔）、６３…ナット、７３…
ナット（締結手段）、７５…ボルト（締結手段）、８１…規制金具（規制部材）。
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